予算要求資料
平成27年度当初予算　　　支出科目　款：民生費　項：社会福祉費　目：社会福祉諸費
	事業名　新住居確保給付金事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　健康福祉部 地域福祉国保課 地域福祉係　電話番号：058-272-8261
　　　E-mail：c11219@pref.gifu.lg.jp　
１　事業費    4,696千円（前年度予算額：0千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	4,696
	3,522
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,174

	決定額
	4,696
	3,522
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,174


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　　　世界的な金融危機を契機に、派遣労働者の解雇や雇止め等、非正規労働者の離職が急増し、社会問題となったことを受け、離職によって収入が得られなくなるとともに住居を失うといった生活困難に直面している者に対する新たなセーフティネットとして、平成２１年１０月から基金事業として制度が始まり、平成２６年度末まで「住宅支援給付」として実施することが確定している。
　　　平成２７年４月から施行される生活困窮者自立支援法（以下「法」という。）において同制度が福祉事務所設置自治体の必須事業として恒久化されたため、郡部において福祉事務所を設置している県が、同事業を実施する。
　　　なお、平成２６年度末までに支給決定した事案に限り、最大９カ月（平成２７年１１月まで）の支給が基金事業で実施されることになる。
（２）事業内容

　　　就職活動を行う上で、居所が不明又は安定していないことは非常に不利益であることから、住宅を喪失又は喪失のおそれのある離職者が安心して就職活動を行えるよう側面的な支援として、賃貸住宅の家賃補助を行う。
　　　　○支給対象者  離職後2年以内であって65才未満である者

○支給要件　①世帯収入が基準額＋家賃額以下であること
※基準額：市町村民税均等割非課税限度額の1/12
②預貯金が基準額×６カ月分以下であること

 　　　　　　　　　　（ただし、100万円を超えない額）

                  　③就労能力及び常用就職の意欲があり、公共職業安定所へ
求職申込みを行うこと

④暴力団員でないこと
○支給上限額　29千円／月（生活保護制度に準拠）

○支給期間　最長９箇月
（３）県負担・補助率の考え方

　　　福祉事務所未設置の町村区域においては、都道府県が実施主体とされている。（法第３条②二）
　　　住居確保給付金の支給に要する費用は国庫負担３／４。（法第９条①四）

（４）類似事業の有無

なし（職業訓練受講給付金等の国の住居喪失離職者等に対する雇用施策による給付又は貸付けと同時に本給付金の支給を受けることはできない。）

３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	給付費（扶助費）
	4,176
	住居確保給付金
(＝住宅扶助月額※１×毎月支給決定数※２×最長9カ月)
※１ 生活保護制度に準拠し、支給月額の上限が地区で異なる。

※２ 上記地区別の年間(H25.9～H26.8)支給決定総数の平均値を、毎月
の支給決定数と仮定。

	その他
	520
	県福祉事務所事務費
（旅費160千円、役務費160千円、消耗品費200千円）

	合計
	4,696
	


	　決定額の考え方　




事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　生活困窮者自立支援法の施行に基づき、離職者の就労・生活支援を行う雇用対策を補完する制度として実施するものであり、県社会福祉協議会で実施する生活費等の貸付制度（総合支援資金貸付）との両輪で、雇用と住宅を失った者等に対する総合的な支援を実施していく。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	離職者の就労・生活支援を行う事業であり、申請の都度対応していくものであるため。


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

本事業は、リーマン・ショックを契機に、派遣労働者の解雇や雇い止め等、非正規労働者の離職が急増し、社会問題となったことを受け、離職によって収入が得られなくなるとともに住居を失うといった生活困難に直面している方に対する新たなセーフティネットとして、平成21年10月から実施していた住宅支援給付事業を生活困窮者自立支援法において法制化。平成27年4月から施行。
県福祉事務所（振興局福祉課）が所管する区域内（郡部）の離職者に対する賃貸住宅の家賃補助


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　住宅支援給付の支給決定者数（郡部分）　13件（H25.9～H26.8）


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	就職活動を行う上で、居所が不明又は安定していないことは非常に不利益であることから、住宅を喪失又は喪失のおそれのある離職者が安心して就職活動を行えるよう側面的な支援として、賃貸住宅の家賃補助を行う。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
県内有効求人倍率は平成２３年９月から上昇を続け、回復基調にはあるものの、依然として厳しい雇用情勢下にあり、離職者の再就職も厳しいことから、法制化前における事業実施と同様に住宅及び就労機会の確保に向けた支援が必要である。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

法制化前における事業実施と同様に継続する。


